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水難事故の定義

本研究で扱う水難事故は、

海や川などでのレジャー（釣りや水遊び）

において、溺死・行方不明または

その寸前で救助された出来事を指す。

※船舶事故、大雨、高潮、津波等の災害事故は

含めない。
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緒言



研究背景
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緒言

海や河川は楽しい身体活動の場である

しかし一方で、
水は恐ろしいものでもある。

水難事故を他人事のように考えていないだろうか。



研究目的
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規制によって
水難事故を
ゼロにする

水辺の利用者に

自発的に自助意識
を持たせる

緒言



研究方法

文献調査

平成26年中における水難の概況(警察庁)

平成26年度釣り中の事故発生状況(海上保安庁)

インタビュー調査

「自然塾光」の辻駒哲司代表(９月７日)

事例調査

河川財団、B&G財団、海外の取り組み事例

6

緒言



水難事故の現状

「平成２６年中における水難の概況」警察庁生活安全局地域課 平成２７年６月１８日

現状

7

水難者の総数に対して
死者・行方不明者の
割合が約半数！



死者・行方不明者(年齢層別)

45.3%
65歳以上の者

44.3%

8「平成２６年中における水難の概況」警察庁生活安全局地域課 平成２７年６月１８日より作成

現状



死者・行方不明者(場所別 )

全体

海

47.4%河川

33.6%

湖沼地
6.8%

用水路
10.1%

プール
0.8%

その他
1.2%

河川

52.7%海

25.5%

湖沼地
10.9%

用水路
9.1%

プール
1.8%

9「平成２６年中における水難の概況」警察庁生活安全局地域課 平成２７年６月１８日より作成

子ども

現状



死者・行方不明者 行為別(全体)

魚とり・釣り

25.8%

通行中

11.6%

水泳中
8.5%水遊び

11.1%

作業中
8.2%水難救助活動中

0.9%

陸上における
遊戯スポーツ中
0.5%

ボート遊び
1.2%

その他
32.0%

10「平成２６年中における水難の概況」警察庁生活安全局地域課 平成２７年６月１８日より作成

現状



死者・行方不明者 行為別(子ども)

水遊び

58.2%

陸上における遊戯スポーツ中
3.6%

水泳中
7.3%

通行中
7.3%

水難救助活動中
3.6%

魚とり・釣り
1.8%

ボート遊び
3.6% その他

16.4%
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「平成２６年中における水難の概況」警察庁生活安全局地域課 平成２７年６月１８日より作成

現状



水難事故の現状まとめ
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現状

大人は
海釣り

子どもは
川遊び

死者・行方不明者の９割は大人！
大人へのアプローチは急務！



大人の海釣り(原因)
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現状

海上保安庁警備救難部救難課／マリンレジャー安全推進室より作成

大人の魚とり、釣りの原因で
最も多いのが“海中転落”



大人の海釣り(場所)
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現状

発生場所別の海中転落発生状況（平成17年～26年）より作成

ライフジャケット未着用者がほとんど



子どもの川遊び
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現状

幼児～小学生は河岸からの転落事故、
中学生は遊泳中の事故が多い。(河川財団の統計より)

①転落については、
ライフジャケットの着用。

②子どもに状況判断と失敗
をさせる教育の徹底。

「自然塾光」 辻駒哲司代表



先行研究(ライフジャケット)
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野沢はさいたま市内の小中学生を対象に
ライフジャケット体験学習を行った(2009年)。

現状

児童生徒は、
必要性を理解した。
学習は役立つものと
評価を得た。

今後、学校教育で
推進されるべき。

子どもの頃からの
ライフジャケットを着用する教育、

習慣づけが
水難事故をゼロに近づける

手段の１つであると考えられる。



事例調査結果①

河川
財団

・“子どもの水辺サポートセンター”の設立
・学校や市民団体に対する支援

B&G
財団
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・海洋センターや海、河川での講習会
・指導者育成

現状



事例調査結果②
WATER WISE PROGRAM 現状

子供の水難事故を減らすため、
安全に管理された海でヨットやカヌーを通して
水と親しみ、安全知識を身につけることが目的

オークランド周辺地域の
小中学校、約５０校の選択科目の１つとして
カリキュラムに組み込まれている。

目的

• 子どもたち
の水難事故
を減らす

• カヌーなど
を通して水
と親しみ、
安全知識を
身につける

方法

• 選択科目の
１つとして
カリキュラ
ムに組み込
まれている

結果

• 子どもの
水難事故は
減少傾向へ
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日本では
本格的に導入している
施設や団体が少ない



問題の所在

水泳の学校体育では命を守るための方法を継
続して身につけることができない。

「自分で自分の命を守る方法」を教わる機
会が大人になると少なくなる。

ライフジャケットの認知度の低さや重要性を

理解する人が少ない。

１

２

３
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政策提言
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長期的政策：子どもの川遊びへのアプローチ
（キーワード：教育）

短期的政策：大人の海釣りへのアプローチ
（キーワード：ライフジャケット）

ライフジャケット着用の啓発

「釣りstation」の設置

水泳授業の指導要領の見直し

水辺の安全についての知識を持つ指導者の派遣

提言



長期的政策①(子どもの川遊び)
キーワード：教育
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提言

泳法を
身につける

河川で状況判断が
出来る能力と
技術を習得

水泳授業の指導要領の見直し

①授業数の1/4は河川で授業を行う。
②ライフジャケットは必須。
全ての子どもが所持している状況。



長期的政策②(子どもの川遊び)
キーワード：教育
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提言

水辺の安全についての知識を持つ指導者の派遣

学校の教員

河川財団の

学校支援活動

B&G財団の

指導者



長期的政策②(子どもの川遊び)
キーワード：教育

23

提言

流れが速いな…
今日はやめておこう…

自分は泳げるから大丈夫
なんて思わない！



短期的政策①(大人の海釣り)
キーワード：ライフジャケット

24

提言

ライフジャケット着用の啓発

公益社団法人AC JAPANでのCM放映

運転免許センターや教習所など、多くの大人が
足を運ぶ場所でも、危険性を周知させる映像の放映



短期的政策②(大人の海釣り)
キーワード：ライフジャケット

周知の次は、実際に装着してもらうことが重要。
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提言

「釣りstation」の設置

①ライフジャケットの積載
②釣り人への指導

③パトロールも兼ねる



まとめ
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環境整備など、
ハード面での整備も

必要である。

啓発・教育

体験
意識改革
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水辺における身体活動の場が、
より安心で安全なものに
なることを期待して…
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